
 
不足する専門職員の確保・育成に向けた仕組みづくり 

 
 

  あり方懇話会の中間報告に基づき、県が調整役となり、既存組織の活用を含めた「オールひ

ょうご」としての支援の仕組みづくりに向けた検討を行っている。 

今後、技術支援希望のある県内水道事業体に対するニーズ調査を踏まえ、早期に支援が可能

となるよう調整していく。 

 

（１）検討の方向性 

  ① 技術支援については、県行政組織、外郭団体、大規模事業体、地域の中核的役割を担う

水道事業体等による「オールひょうご」としての支援体制に加え、民間の活用も含め検討 
② 以下の点から、既存組織の活用を検討 

・専門職員が不足している市町から、現時点でも技術支援に対する要望がある 
・新組織の設立には、具体的な支援ニーズを確定させた後、組織の規模や人材の確保な

ど慎重な検討が必要 
・県内市町の社会基盤整備を総合的に支援する組織として、既に(公財)兵庫県まちづく

り技術センターを設立している 
（２）支援の仕組みづくり（案） 
  ① (公財)兵庫県まちづくり技術センターの活用 

県内全市町からの出資を受け、主に一般土木や下

水道事業分野で市町の技術支援を行なっている(公
財)兵庫県まちづくり技術センター（以下「まちづ

くり技術センター」）を活用する。 
② 大規模水道事業体等との連携協力 

技術支援の仕組みづくりにあたっては、まちづく

り技術センターを核とし、水道事業の運営実績と技

術力、人材等を有する大規模水道事業体等に連携・

協力を求める。 
  ③ 民間等の活用 

     公的な事業体の活用と併せて、民間企業への委   

託等についても検討する。 

（３）支援ニーズに関するヒアリング調査の実施 

   技術支援に関するアンケート調査（H28.8 実施）において、公的機関に技術支援の要望

があった事業体等に調査隊を派遣し、具体的な支援業務内容等を把握し、今後の支援のしく

みづくりについて、関係機関と調整を行っていく。 
   ①調査対象：１２事業体 

加古川市、赤穂市、篠山市、加西市、たつの市、猪名川町、多可町、 
播磨町、太子町、香美町、新温泉町、播磨高原広域事務組合 

   ②調査内容：計画策定や設計積算等の業務受託、アドバイザリー支援等のニーズ調査 
   ③調査方法：あり方懇話会事務局（生活衛生課等）がまちづくり技術センターの協力 

を得て実施。（一部事業体は、神戸市、阪神水道企業団が同行） 

        組織 
 
部門 
（具体的な業務） 

委託先 

計画策定 
（整備事業計画等） 

 
まちづくり 

技術センター等 
 
 
 
 
 
 
 
 

民間企業等 

積算・設計 
（設計積算、施工監理等） 
人材育成 
（研修、指導） 

点検補修 
（維持管理、漏水修繕） 
浄水・水質 
（運転管理、水質管理等） 
営業 
（検針、料金徴収等） 

業務別支援の仕組み 

 
 
 

 

1.専門職員、技術職員の人員及び年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 技術支援に関する調査（兵庫県市町振興課、生活衛生課、企業庁水道課） 

 

2.技術支援に関する主な意見・発言（抜粋） 

 

①平成 28 年 5 月 第 1 回あり方懇話会（発言） 

・技術者の育成では、下水道事業の場合は、県の外郭団体に技術的な支援の場所が 

あるように、広域的な支援の機関・場の確保というような部分から懇話会の中で 

方向性が出来れば、助かる。 

   ②平成 28 年 7 月 第 2 回あり方懇話会（発言） 
      ・技術支援に係る組織がもし確立されるのであれば、おそらく歓迎すると想定される。 

      ・特に小さな水道事業体では、経営の合理化及び施設の安全性の確保の観点から 

       広域化などへの展開、または新たな方策として技術支援組織の確保とか、色々な 

       形をこういった懇談の中で方向性を見いだすことは至極歓迎するところです。 

    ③平成 28 年 12 月 第 4 回あり方懇話会（発言） 
     ・技術連携も例えば広いエリア、あるいは兵庫県全体で水道に携わる職員がプール 

できるような仕組みがあれば、究極的な連携である。 

・全体で技術力が向上するシステムを作れれば、全市町にとってＷｉｎ－Ｗｉｎに 

なるだろうと思う。そういった制度設計がこれからは必要だと思う。 

    ④平成 28 年 8 月 技術支援に関するアンケート 
     ・それぞれの事業体の実情に応じた支援体制が必要だと思われる。 

     ・県が主体となった公社で、費用負担についても民間等と比較し有利であれば、 

随契も可能と思われる。 

      ・更新需要が急増する中で人材が不足しており、積極的に利用を検討したい。 

⑤平成 28 年 6 月～8月水道事業体ヒアリング（意見） 

・全県的な支援組織であれば活用 

・技術職（土木、設備等）を派遣や助言してもらえるような仕組みがあれば良い。 

・水道は公共的な事業であるため公的な組織の方が良いのではないか。 
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